
- 1 -

報告第７号

   令和４年度決算に基づく健全化判断比率及び資金不足比率の報告に   

ついて

地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成１９年法律第９４号）第３条第

１項及び第２２条第１項の規定により、令和４年度決算に基づく健全化判断比率及

び資金不足比率について、監査委員の意見を付けて報告する。

  令和５年９月１日提出

淡路市長  門  康 彦

   令和４年度決算に基づく健全化判断比率及び資金不足比率

１ 淡路市一般会計及び特別会計

(１) 健全化判断比率

（単位：％）

実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率

－ － １３．８ ７４．５

（１２．６６） （１７．６６） （２５．０） （３５０．０）

備考

  １ 実質赤字比率及び連結実質赤字比率は、それぞれ実質赤字額及び連結実質赤字

額がないため「－」を記載している。

  ２ （ ）欄の数値は、早期健全化基準を記載している。

(２) 資金不足比率

（単位：％）

特別会計の名称 資金不足比率

産地直売所事業特別会計 －

温泉事業特別会計 －

津名港ターミナル事業特別会計 －

住宅用地造成事業等特別会計 －

下水道事業会計 －

備考 資金不足比率は、資金不足額がないため「－」を記載している。



令和５年度

　

実質公債費比率の状況（令和４年度決算）

単年度
Ｈ３０ ＲＩ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４

１４．６％ １４．９％ １５．０％ １２．５％ １３．７％

　　　　　　　

３カ 年平均

普通会計分

公営企業債の償還に対する繰出分

一部事務組合の公債費類似経費

債務負担行為のうち公債費に準ずる経費

一時借入金

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４

１４．９％
（Ｈ３０～Ｒ２）

１４．２％
（ＲＩ～Ｒ３）

１３．８％
（Ｒ２～Ｒ４）

普通会計分 ６．１％ ６，２％ ６．３％

公営企業債の償還に対する繰出分 １．９％ １．４％ １．３％

一部事務組合の公債費類似経費 ６．８％ ６．５％ ６，１％

債務負担行為のうち公債費に準ずる経費 ０，０％ ０．０％ ０．０％

一時借入金 ０．１％ ０．１％ ０．１％

　

（参考）

　　　　　　

震災除き （３カ年平均）

　　　　　　

１１．９％

　　

１１．２％１

　　

１

　　　　　　　　　　　

ー

　　

１

　　

１ １１，７％ １

（参考） 洲本市 （３力年平均） １４．３％ １３．
・２％ １３．４％

（参考） 南あわじ市 （３カ年平均） １３．６％ １２．８％ １３．０％

令和５年度

　

将来負担比率の状況（令和４年度決算）
Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４

全

　

体

　　

普通会計のみ

　　　　

地方債の現在高

　　　　

債務負担行為に基づく支出予定額

　　　　

組合等負担等見込額

　　　　

退職手当負担見込額

　　　　　

うち退職手当組合積立不足額

　　

公営企業のみ

１４０．９％ １０１．２％ ７４，５％

普通会計のみ

　　

地方債の現在高

　　

債務負担行為に基づく支出予定額

　　

組合等負担等見込額

　　

退職手当負担見込額

　　　

うち退職手当組合積立不足額

８１．８％ ５４．６％ ３１，８％

地方債の現在高 ‐１５．０％ －３２．１％ ‐５２．４％

債務負担行為に基づく支出予定額 ０．０％ ０，０％ ０．０％

組合等負担等見込額 ６１．７％ ５４，８％ ５２．４％

退職手当負担見込額 ３５．１％ ３１．９％ ３１．８％

うち退職手当組合積立不足額 １２．６％ ９．７％ ８．１％

公営企業のみ ５９．１％ ４６．６％ ４２．７％

（参考） １

　　　　　　　　

震災除き

　　　　　　　　

１ １１８．０％

　

ー

　

８２．３％

　

１

　

５７．８％

（参考） 洲本市 ６２．８％ ４６．３％ ４５．１％

（参考） 南あわじ市 ８４．４％ ６７．３％ ６８，６％
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１

　　

総括表① 健全㈱」断比率の状況（令和４年度決算）

　

１

　　

、． 醐

市区町村名

　　　　　　

実質赤字比率

　　　　

連結実質赤字比率

　　　

実質公債費比率

　　　　

将来負担比率

淡路市

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１３．８

　　　　　

７４．５

１ 総括表② 連結実質赤字比率等の状況 （令和４年度決算 ＼一服ｏｏ

会

　

計

　

名 実質収支額

般

　

会

　

計

　

等

一般会計 ８７，４１１

般
会
計
等
に
属
す
る
特
別
会
計

小

　　

計 ８７，４１１
標準財政規模 ６，８３０，９９

実質赤字比率 （％） －０．５１

（分母比）

　

０．５

０，５
３０，９９２

　

１００．０
－０．５１

　

※

団体名１ 兵庫県淡路市

　　

ｌ

璽

下水道事業会計 １４４，１９９

重

　

▲“

　　

巳

　

－

　　　

国

　　　

」▼ＬＭｒ▲

　

”

法

　

非

　

適

　

用

　

企

　

業

書

　

陛叱也売Ｒ射掌中“…ｒ＝町 ，２６５
温泉事業特別会計

　　　　　

０
津名港ターミナル事業特別会計

　　　　　　　

１５６

竃

　

二二．．‐盈虚士．二÷－…‐：
．姉遊ｎ二＝

　　　　　

２，１２１

　　

］「・””ニーｎ”－Ｔｔーボ”

　

”：，Ａｎ・，

　　　　　　　　　　

．

合

　　　　

計 ５７５．５６６

‐３．４１

（分母比）

　

０．９

０・０

↑※必ず選択して下さい。
（単位：％）

　　

標準財政規模

　　　　　　　　　

．

　　　　　

早期健全，ｆヒ基準

　　　　　　　　

１２．６６

　　　　　　　　

１７，６６

　　　　　　　　　

２５．ｏ

　　　　　　　

・
３５ｏ．ｏ

　　　　

（千円） うち臨時財政対策債

　　　　　　　　　　　　　　　　

発行可能額

　　　　

１６，８３０，９９２

　　　　　　

１８６，３２０

　　　

財政再生基準

　　　　　　　　

２０．００

　　　　　　　

３０．００

　　　　　　　　

３５．○

　　　

．

　　　　　　　

会

　

計

　

名

　　　　　　　　　　　　　

実質収支額

　　　

国民健康保険特別会計（事業勘定）

　　　　　　　　　　　　　

７，０６８

　　　　　　　　　　

　

　　　　

　　
会
÷
老

０・０

１．８

０．２

※

　

実質収支又は連結実質収支が黒字である場合、
「実質赤字比率（％）」又は「連結実質赤字比率（％）」は負の値で表示されます。 ３，４

１００・０
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団体名ー 兵庫県淡路市

　　

１
１ 総括表③実質公債費比率の状況（令和４年度決算） ｌ

＼
① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑧ ⑪ ⑪

｛操上償還鎖等
を除く）（３⑧
Ａ表「元利償還
金」槙の数値を

虞して算定した
穎（３①表
「エ」欄の数位 に相当するもの

（年度割相当
穎）（３①表
「ウ」福の数鐘

る経費の財源と
する地方債の償
運の財源に充て
たと認められる
繰入金（３②表
「合計※」欄の
数値を転記）

められる補助金

債務負担行為に

　

時情メ金のａｌ
子 （３③Ａ表「待

定財源計」棚の
数値を転記）

額に算入された
公債費

災害後縦貫等に
係る基準財政需
要領

基準財政需要額
に算入された元
刊償還金及び準
元利償還金（ただ
し、④～⑦に係
るものは、地方
債の元利償還額

令和２年度

　　　

４，１４７，６３２

　　　

ｔ，２０２，０２４

　　　

９１５，４１０

　　　　　

３１２

　　　

４１８，１０５

　　　

９１８，２０９

　　　

２，６８８，１４４

　　　

３１６，５２２

令和３年度

　　　

４，１８５，０５２

　　　

↑，０９１，１４２

　　　　

８２８，００３

　　　　　

Ｂ２９

　　　

４３０，１４９

　　　

８６８，３０３

　　　

２，８０７，６６１

　　　

３０１，６３５

令和４年度

　　　

４，ＯＢ２，１６９

　　　

１，０５６，０５９

　　　　

７７４，００２

　　　　　

２２３

　　　

３２４，９０５

　　　

７９８，５１９

　　　

２，７０７，６１６

　　　

２８４，９６３

大風′“頂貫札中

　

（３力年平均）

１３．８

＼実質公債費比率

令和２年度

　　　

１５．ＯＢＯ１５

令和３年度

　　　

１２．５８４９２

令和４年度

　　　

１３．７７６５７

⑪

条の３第４項第
１号の規定に基
づき総務大臣が＼

⑰ ⑭ ⑭
際準税収入額等 普通交付税額 臨時財政対策債

令和２年度

　　

６，７６５，５４５

　　

９，５３５，９５５

　　　

５０６，３９７

令和３年度

　　

６′５７５，２１２

　　

１０，１８２，８１７

　　　

７０６，Ｂ６７

令和４年度

　　

６，９６９，２４３

　　

９，６７５，４２９

　　　

ｌａ６，３２０

＼
⑥の内訳

ＰＦー事業ｉ－係る債務負担行為に係
るもの（省令第７
条気１号）

いわゆる立省同に
等により、利便施

凶凸Ｌｊａ政会事業並びに独立行政法
人森林総合研究
所、独立行政法人
水資源韻構及び独
立行政法人霞境再
生保全滋櫓の行う
事業に対する負担
金（省令第７条第
コ具、

地方二；又等共済
組合が建設した魔
員住宅等の無償醜
法を受けるために
支払う賃借料（省
令第７条第４号）

払会冨三法人が施
設の建設のために
借り入れた悟入金
の償還に対する柏」
助（省令第７条第
５号）

”‘火偏贋スは保狂
こ係る債務の履行
こ要する経費の支
出（省令第７条第
６号）

地方公”．【＝ン，．の者の債務を引き
受けた場合におけ
る当嫉債務の履行
に要する経費の支
出（省令第７条第
７号）

ての進これらに準
ずると認められる
もの（省令第７条
第８号）

ゑ１“．▲”▲

　

依るも
の｛政令第１２条第
４号）

令和２年度
‘

令和３年度

令和４年度

７条

　

４

団体名１ 兵庫県淡路市

　

１総括表④

　

将来負担比率の状況（令和４年度決算）

将来負担額

地方債の現在高 債務負担行為に
基づく支出予定額

公営企業債等
操入見込額

　

組合
負担等見込額

退職手当
負担見込額

設立法人の
負債額等
負担見込額

　　

地方道路公杜

　

土地開発公社

　

地方独立行政法人（教護暑龍な轟
連
赤
結
字
実
額
質 組合連結実質

赤字額負担見込額
地方道路公社 土地開発公社 地方独立行政法人 第三セクター等

３４，５３８，３３７

　　　　

０ １５，４２１，１７７ ７，１２３，８３０ ４，１４３，８３９

　　　　

０

　　　　

０

　　　　

０

　　　　

０

　　　　

０

　　　　

０

　　　　

０

（分母比） ５５

　　　　　　　　　　　

３２

充当可能財源等

充当可能基金 充当可能
特定歳入

　　　

うち都市計画税

基準財政結要領
算入見込額

うち都市計画税

１４，７５３，５１７ １，１６６，５２９

　　　　

０ ３５，５８３，３７

｛分母比） １１３

　　　　　　　　　　　　

９

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

２７３

将来負担額

　

Ａ

６１，２２７，１８３

充当可能財源等

　

Ｂ

５１，５０３，４１７

　　　

Ａ

　

－

　

Ｂ

９，７２３，７６６ 将来負担比率（％）

７４．５

１３．０３９，８９４

算入公債費等の穎

　

Ｄ

３，７９１，０９８

標準財政規模

　

Ｃ

１６，８３０，９９２ １００
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早期健全化基準、財政再生基準、経営健全化基準等

○ 「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」を平成１９年６月に制定。
○

　

財政指標の公表に関する規定は平成２０年４月１日から施行されており、平成１９年度決算から適用。
○

　

計画策定の義務付け等の規定は平成２１年４月１日から施行し、平成２０年度決算から適用。

（参考）地方債協議・

　

許可制移行基準
早期健全化基準 財政再生基準

○実質赤字比率

　

・一般会計等の実質赤字の比率

都道府県：２，５％

市町村：財政規模に応じ

　　　　

２．５～１０％ｏ

都道府県：３．７５％

市町村：財政規模に応じ１１，２５～ｆ５％

都道府県：５％

市町村：２０％

○連結実質赤字比率

　

・全ての会計の実質赤字の比率

都道府県：８．７５％

市町村：財政規模に応じ１６．２５～２０％

都道府県：１５％（※）

市町村：３０％（※）

○実質公債費比率

　

・公債費及び公債費に準じた経費の

　

比重を示す比率
１８９ｆｏ 都道府県・市町村：２５％ 都道府県・市町村：３５％

○将来負担比率

　

・地方債残高のほか一般会計等が将来

　

負担すべき実質的な負債を捉えた比率

　　　　　　　　　　　　　　　

′ 都道府県・政令市：４００％

市町村：３５０％

○公営企業における資金不足比率

　

・公営企業ごとの資金不足の比率
ｌｏ％ｏ （経営健全化基準）２０％ｏ

限、再生振替特例債

　

等

（※） 連結実質赤字比率の財政再生基準については、３年間の経過的な基準（市町村は４０％→４０％→３５％）を設ける。

　

Ｌ財政の早期健全化．財政の再生．公営企業の経営健全化のイメージＪ

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

護
（財政の早期健全化．再生）

　　　

早期畔化基準
早期健全化段階

財政再苧基準

　

再生段階

　　　

悪

　　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

化

墓饗蔓も．
０％

　

…≦…－－義三嚢ー

　　

署雲霧慶慶諺驚諺諺扉①実質赤字比率

　　　　　　　　　　

１１．２５～１５％（３．７５％）

　　　　　　　　　　

２０％｛５％｝

②連結実質赤字比率

　　　　　　　

１６．２５～２０％｛８．７５％）

　　　　　　　　　

４０％｛２５％｝

③実質公債費比率

　　　　　　　　　　

２５％｛２５％｝

　　　　　　　　　　　　

３５％｛３５％｝

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

３５０％（４００％｝④将来負担比率

　　　

－

　　　　

Ｅ

　　

‐

　

１

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

※（

　

）外は市町村、（

　

）内は都道府県の基準である。

実質赤字比率

　　　　　

１

　　　　　　　　　　　　　　

１

需 瀞珊讐髪標？
％①

　

← 醐全ィ鰍 １
．②～④は早期健全化基準

　　

－

　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　　　　　　

１を下回ること

　　　　　　　　

１

　

・①は均衡する（０％）こと　　　　　　　

　

・②～④は早期健全化基準

　

を下回ること

　

・①は均衡する（０％）こと〔翻る璽Ｊ

　

・②～④は早期健全化基準

　

を下回ること

．①は均
生
衡騎 穏豪雪と

携

　

：

　　　

１ ②～④

　　　　

１
．②～④は早期健全化基準

　　

１

　　　　　　　　　

ー

　　　　　　　　　　　　　　　

１
を下回ること

　　　　　　　　　

ー

　　　　　　　　　

１

　　　　　　　　　　　　　　　

１

（参考）旧再建法

　

－

　　　　　

－

　　　　　　　　　

ー

　　

く
／′

　

建

　

、＼
〉

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

準用再建団体

　　　　　　　　　　

※旧再建法においては、再建団体は、実質収支が均衡することが求められる

（公営企業の経営健全化） 経営健全化基準

公営企業

　

⑤資金不足比率

　　　　　　　　

２０％
会計

１
纂

　　

１］ー
＝

も

　

＠ 醐 ば

　　　　　

・⑤は経営健全化基準を下回ること

　

ー
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健全化判断比率等の対象について』
（旧制度）

　　　　　　　　　　　　

（地方公共団体財政健全化法）

　　　　　　　　　　

資
金
不
足
比
率

　　

公

凹

　　　　　　　　　　　　　　　

一

　

※

ご

　　　　　　　　　　

将
来
負
担
比
率

　

　　　

　

　
　

　

　

　　

　

　

　

　

　

　

　　　　　　　　

　

　　

資
金
不
足
比
率

‐

　　

ー

　　　　　　　　　　

ー

　　　

　　　
　　
　

　

　　
　

　　　　　　　　　　　　

．」－

　　

・

　

ーーて▼．・．

　　　　　　　　　　　　　　　　

・◆」．

　

　　

　

　　　　　　　　　

　

　　

実
質
赤
字
比
率

　　

　

　

　

　

　

　　　

姿
債

－－比 ‐

一
率一

Ｖ

実
質
赤
字
比
率

地
方
公
共
団
体

一般会計 一般会計
等

特別会計

うち
公営企業
会計

公営事業
会計うち

公営企業
会計

※公営企業会計
ごとに算定

※公営企業会計
ごとに算定

　

一部事務組合・広域連合

　

地方公社・第三セクター等

　

健全化判断比率等の概要について

　

』

実質赤字比率

　

＝
一般会計等の実質赤字額

　　　　　　　　　　　

標準財政規模

・ 一般会計等の実質赤字額：一般会計及び特別会計のうち普通会計に相当する会計における実質赤字の額

・ 実質赤字の額

　

＝

　

繰上充用額

　

＋（支払繰延額十事業繰越額）

連結実質赤字比率

　

＝
連結実質赤字額

　　　　　　　　　　　

標準財政規模

・ 連結実質赤字額：イと口の合計額がハと二の合計額を超える場合の当該超える額

　

イ 一般会計及び公営企業（地方公営企業法適用企業・非適用企業）以外の特別会計のうち、

　

実質赤字を生じた会計の実質赤字の合計額
口

　

公営企業の特別会計のうち、資金の不足額を生じた会計の資金の不足額の合計額

ハ

　

ー般会計及び公営企業以外の特別会計のうち、実質黒字を生じた会計の実質黒字の合計額

ニ

　

公営企業の特別会計のうち、資金の剰余額を生じた会計の資金の剰余額の合計額

　　　　　　　　　　　　

（地方債の元利償還金 ＋ 準元利償還金）－
実質公債費比率

　　　　　　　　

（特定財源十元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

　

（３か年平均）

　　

一

　　　　　　

標準財政規模一（元利償還金．準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

・ 準元利償還金：イからホまでの合計額

　

イ 満期一括償還地方債について、償還期間を３０年とする元金均等年賦償還とした場合における１年当たりの元金償還金相当額

　

口

　

一般会計等から一般会計等以外の特別会計への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源に充てたと認められるもの

　

ノ・ 組合・地方開発事業団（組合等）への負担金・補助金のうち、組合等が起こした地方債の償還の財源に充てたと認められるもの

　

二

　

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるもの

　

ホ 一時借入金の利子
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将来負担額一（充当可能基金額十特定財源見込額十地方債現在高等に係る
基準財政需要額算入見込額）将来負担比率

　

＝
標準財政規模一（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

・ 将来負担額：イからチまでの合計額

　

イ 一般会計等の当該年度の前年度末における地方債現在高

　

口

　

債務負担行為に基づく支出予定額（地方財政法第５条各号の経費に係るもの）

　

′・ 一般会計等以外の会計の地方債の元金償還に充てる一般会計等からの繰入見込額

　

ニ

　

当該団体が加入する組合等の地方債の元金償還に充てる当該団体からの負担等見込額

　

ホ

　

退職手当支給予定額（全職員に対する期末要支給額）のうち、一般会計等の負担見込額

　

へ

　

地方公共団体が設立した一定の法人の負債の額、その者のために債務を負担している場合の当該債務の額のうち、

　　

当該法人等の財務・経営状況を勘案した一般会計等の負担見込額

　

ト 連結実質赤字額

　

チ

　

組合等の連結実質赤字額相当額のうち一般会計等の負担見込額

・ 充当可能基金額：イからへまでの償還額等に充てることができる地方自治法第２４１条の基金

資金不足比率

　

＝
資金の不足額

　　　　　　　　　　　　

事業の規模

資金の不足額：資金の不足額（法適用企業）＝（流動負債十建設改良費等以外の経費の財源に充てるために起こした地方債の

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

現在高 一流動資産）－ 解消可能資金不足額

　　　　　　

資金の不足額（法非適用企業）＝（繰上充用額十支払繰延額・事業繰越額十建設改良費等以外の経費の財源に

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

充てるために起こした地方債現在高）－ 解消可能資金不足額

　

※

　

解消可能資金不足額：事業の性質上、事業開始後一定期間に構造的に資金の不足額が生じる等の事情がある場合において、資金の不足額から

　　　　　　　　　　　

控除する一定の額。

　

※

　

宅地造成事業を行う公営企業については、土地の評価に係る流動資産の算定等に関する特例がある。

事業の規模： 事業の規模（法適用企業）＝

　

営業収益の額 一 受託工事収益の額

事業の規模（法非適用企業）＝

　

営業収益に相当する収入の額 一 受託工事収益に相当する収入の額

※

　

指定管理者制度（利用料金制）を導入している公営企業については、営業収益の額に関する特例がある。
※

　

宅地造成事業のみを行う公営企業の事業の規模については、「事業経営のための財源規模」（調達した資金規模）を示す資本及び負債の合計額とする。
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